
Ⅰ 効果的・
効率的な
行政運営

青森市行財政改革プラン（2019～2023）【概要版】

青森市行財政改革プラン（2019～2023）体系

柱 施策・取組

２ 効率的な行政運営

３ 職員の人材育成と労働意欲の向上

① 来庁者への接遇強化【○】
① コンビニエンスストアでの住民票等の交付【○】
② 社会保障・税番号制度の有効利用
① 施設の開館時間の見直し
② 有権者の投票環境の向上
① 多様な媒体を活用した情報提供
② 地域課題と市民ニーズの把握
③ 附属機関における女性委員の積極的な登用

① 行政評価の実施【○】
① 内部統制の強化
② 監査基準の策定
③ 市の他団体事務局事務の見直し
④ 入札制度の見直し【○】
① ＩＣＴを活用したＢＰＲの推進
② 情報システムのクラウド化の検討

① 優秀な人材の確保
② 主体的かつ積極的に挑戦する人材の育成【○】
① 人事評価の給与・昇任への反映【○】
② 給与制度の適正な運用
③ 働きやすい職場環境づくり
① 適正な人員配置
② 弾力的・流動的な人員配置

Ⅱ 持続可能な
財政運営

Ⅲ 外部化の
推進と
公営企業
等の経営
健全化

１ 民間活力の活用

２ 公営企業・準公営企業の健全経営

３ 第三セクター等の経営健全化

① 指定管理者制度の導入

① 病院事業の経営健全化
② 水道事業の効率的な運営
③ 自動車運送事業の経営健全化

① 第三セクター等の経営健全化と自主自立化の推進【○】

(4)民間団体等との連携

(1)指定管理者制度の推進

(2)ＰＦＩ手法等の積極的な活用

(3)その他アウトソーシングの推進

(1)公営企業の健全経営

(2)準公営企業の健全経営

(1)第三セクター等の経営健全化

(3)人員配置の最適化

(1)人材の確保・育成

(2)労働環境の適正化

(1)ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる業務改善

(3)ＩＣＴを活用した業務の標準化・効率化

(2)適正な事務処理の推進

項目

※【○】は強化項目

【○】

② 指定管理施設における利用料金制導入の強化【○】

① ＰＦＩ手法等による効果的・効率的な施設の管理・運営【○】

① その他アウトソーシングの推進【○】

① 災害時における民間団体等との協力体制の強化

１ 効果的な行政サービスの提供
(1)窓口サービスの質の向上
(2)ＩＣＴを活用した行政サービスの充実

(3)市民ニーズに対応した行政サービスの提供

(4)市民ニーズの把握と分かりやすい情報提供

１ 健全な財政基盤の確立

① 中期財政計画を踏まえた持続可能な財政運営
② 統一的な基準による地方公会計の活用
③ 効率的な地方債の借入
① 使用料・手数料等の見直し
① 補助金・負担金の見直し
① 収納対策の強化【○】
② 固定資産税の適正な賦課【○】
① 新たな広告料収入の確保
① ふるさと応援寄附制度の充実【○】

２ ファシリティマネジメントの推進

① 公共施設の配置の最適化【○】
① 公有財産の効果的な利活用【○】

(1)持続可能な財政運営

(1)公共施設の配置の最適化
(2)公有財産の効果的な利活用

(6)ふるさと応援寄附制度の充実

(2)受益者負担の適正化
(3)補助金・負担金の適正化

(4)収納対策の強化

(5)広告料の増収

① 下水道事業の経営健全化
② 市場事業の経営健全化

全国のコンビニエンスストア等で市役所
の窓口営業時間外にも住民票の写し・印
鑑登録証明書・税証明書・戸籍（謄・抄
本）証明書・戸籍の附票の写しを取得で
きるコンビニ交付
サービスを実施し
ます。
（2020年２月
運用開始予定。）

コンビニエンスストアでの住民票等の交付

ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる
チェック機能を強化し、実績や効果に基
づいた事務事業の見直しの検討や、予算
編成・執行に着実に反映させるため、青
森市総合計画に基づく施策評価を実施す
るとともに、原則すべての事務事業にお
いて、毎年事業点検を実施します。

来庁者への接遇強化

総合窓口開設による市民の利便性向上の
効果をさらに高めるため、接遇研修や接
遇強化キャンペーンなど、全庁を挙げて
接遇の向上、挨拶の励行、窓口環境の改
善に取り組み、来庁者への接遇強化を図
ります。

行政評価の実施

人事評価の給与・昇任への反映

主体的かつ積極的に挑戦する人材の育成

入札制度の見直し

公共施設の空きスペースに競争入札により自動販売機を設置する
など、公有財産の効果的な利活用に取り組みます。

青森市ふるさと応援寄附制度について、
首都圏等でのイベントを活用し制度周知
を強化するとともに、受付機会の充実を
図ります。（2019年度：寄附受付サイト
の追加予定。）

 各債権所管課において整備した債権別の管理事務スキーム及び事務
マニュアル等に沿って適正な債権管理を行い、資力がありながら納
付しない滞納者には、滞納処分や法的手続を実施します。

 納付お知らせセンターから電話による納付勧奨で接触できないかた
へ「ＳＭＳ（ショートメッセージサービス）」による納付勧奨を実
施します。（2019年度実施予定。）

 ホームページを活用した口座振替の申込受付環境を整えます。

 市税の納付機会の拡大を図るため、スマー
トフォンを利用したインターネットバンキ
ング納付を導入し、今後のクレジット決済
導入につなげていきます。（インターネッ
トバンキング：2019年４月実施予定。クレ
ジット決済：2020年４月実施予定。）

 市県民税の滞納者に対し、青森県と連携し

収納対策の強化

固定資産税の適正な賦課

ふるさと応援寄附制度の充実

公共施設の配置の最適化

公有財産の効果的な利活用

指定管理者制度を導入している施設につい
て、施設の性格や利用実態等を考慮しなが
ら、利用料金制の積極的な活用を図ります。

指定管理施設における利用料金制導入の
強化

「青森市アリーナプロジェクト」において
公募設置管理制度（Park-PFI）を活用する
ことを検討します。

その他アウトソーシングの推進

公営企業・準公営企業の健全経営 第三セクター等の経営健全化

価格と品質が優れた公共調達を図ること
を目的に導入する総合評価落札方式につ
いて、効果や課題を踏まえ、業種の拡大
や導入対象となる設計金額の引き下げを検
討し、本格導入を目指します。

 高い専門性や企画調整能力、コミュニケー
ション能力等に重点を置いた職員の能力開
発に取り組みます。

 病院事業について、改革プランに基づく青
森市民病院と青森市立浪岡病院の各種取組
の実施により自立可能な病院経営となるよ
う経営改善を進めます。

 水道事業について、将来にわたりサービス
の提供を安定的に継続していくため、経営
プランに基づき、業務効率化・経営健全化
のための取組を進めます。

 自動車運送事業について、経営改善計画に
よる取組を進め、将来的な交通体系や組織
の在り方を含めた経営戦略を策定します。

 下水道事業について、公営企業会計への移
行により、自らの経営や資産等を正確に把
握することで、より計画的な経営基盤・財
政マネジメントの強化に努めます。

 市場事業について、卸売市場法及び食品流
通構造改善促進法の改正を踏まえた経営ビ
ジョンの見直しにより、市場機能、販売力
及び情報発信の強化に努めます。

PFI手法等による効果的・効率的な施設の
管理・運営

 「母子健康サービス」と「子育て支援サービス」の相談窓口の一
体化及びワンストップ化を図るため、元気プラザに子ども支援セ
ンターの機能を移転して一体化する「（仮称）青森市母子健康包
括支援センター」を設置するなど、施設機能の移転・統合による
複合化を進めます。（2020年４月実施予定。）

 青森市土地開発公社が現有する公共用地等
の計画的な処分を進め、公社の解散に向け
て手続を進めます。

 （一財）青森市文化スポーツ振興公社と
（一財）青森市観光レクリエーション振興
財団の統合に向けて手続を進めます。
（2020年４月予定。）

 （公財）青森市シルバー人材センターの第
三セクター解消に向けて手続を進めます。

 職業訓練法人青森情報処理開発財団、(株)
ソフトアカデミーあおもり、(株)アップル
ヒル、（公財）青森学術文化振興財団につ
いて、経営評価を実施しながら、経営戦略
プランに基づき取組等が計画的に実施され
るよう、指導等を行います。

 公立大学法人青森公立大学について、中期
目標に基づき、業務内容の見直し及び自己
財源の確保などにより健全経営の維持を図
ります。

強 化 項 目

更なる民間委託の検討など、民間が持つノ
ウハウ等を活用し、より効果的で効率的な
サービス提供を図ります。

チャレンジする人材の育成につなげるため、
人事評価の結果を給料・手当、昇任等に的
確に反映させます。

 公共施設の配置の最適化に向けた検討を進め、庁内調整組織であ
るファシリティマネジメント推進会議において、施設の整備時に
おける複合化の検討などを行います。

 改善・改革に
主体的かつ積
極的に取り組
む組織風土の
醸成と職員の
勤労意欲の向
上を図ります。

土地・家屋資産については３年毎の評価替に合わせ、また、償却資
産については毎年度の評価更新において、組織的な体制を強化する
など、より効率的かつ計画的な実態調査を実施し、適正な賦課を行
います。

合同徴収を実施するとともに、青森県市町村税滞納整理機構と連携
し、効果的な徴収を実施します。


